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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
　

回次
第91期

第１四半期
連結累計期間

第92期
第１四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 6,973,759 6,480,997 37,452,224

経常利益又は経常損失(△) (千円) 471,682 △247,738 2,569,008

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 305,000 △174,720 1,728,339

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 310,877 △94,359 1,700,119

純資産額 (千円) 17,947,087 18,648,612 19,107,464

総資産額 (千円) 30,374,342 30,355,250 32,632,900

１株当たり四半期(当期)純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 98.05 △57.52 594.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.85 61.19 58.32
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態および経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大が落ち着きつつあり、行

動制限の緩和による個人消費の持ち直しなど国内の経済正常化が進展することが期待されたものの、新たな変異株

により新規感染者数が再び増加に転じる兆しを見せており、景気の先行きについては依然として不透明な状況が続

いております。

道路建設業界におきましては、政府による関連予算の執行により、公共投資については底堅さを維持したもの

の、新型コロナウイルス感染症の長期化やロシアによるウクライナ侵攻などが世界経済および国内経済に与える影

響は大きく、受注競争の激化や原油をはじめとする資源価格の高騰によるコスト増など、今後の経営環境は引き続

き予断を許さない状況にあります。

このような状況の中で、当社グループは、事業環境の変化に柔軟に対応し、安定的に利益を生み出す会社を目指

すことを基本方針とする「中期経営計画（2021年度～2023年度）」を策定し、数値目標の達成および2023年12月の

創業100周年に向け、グループ一丸となって取り組んでまいりました。

当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、受注時期や施工時期のずれ込みにより、受注高は74億２

千９百万円（前年同期比23.7％減）、売上高は64億８千万円（前年同期比7.1％減）、経常損失は２億４千７百万円

（前年同期は経常利益４億７千１百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億７千４百万円（前年同期は

親会社株主に帰属する四半期純利益３億５百万円）となりました。

事業の部門別の業績は、次のとおりであります。

（工事部門）　

工事部門では、すべての連結会社が舗装、土木工事等に係る建設工事の受注、施工を行っており、当第１四半

期連結累計期間の工事受注高は66億６千万円、完成工事高は57億１千１百万円、完成工事総利益は４億３千５百

万円となりました。

（製品等販売部門）

製品等販売部門では、アスファルト合材等の製造、販売を行っており、製品等受注高、売上高は７億６千９百

万円、製品等売上総損失は１億５千９百万円となりました。

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が著しく大

きくなります。一方、営業所経費、販売費及び一般管理費がほぼ均等に発生するという季節的変動があり、第１

四半期連結累計期間としては概ね予想通りであります。

 
当社グループの財政状態は以下の通りであります。

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度に比べ7.0％減少し、303億５千５百万円となりまし

た。これは現金預金が７億２千７百万円、未成工事支出金が９億２千４百万円増加し、受取手形・完成工事未収入

金等が41億１千５百万円減少したことなどによります。

負債は、前連結会計年度に比べ13.4％減少し、117億６百万円となりました。これは、未成工事受入金が３億５千

２百万円増加し、支払手形・工事未払金等が17億５千１百万円、未払法人税等が３億１千７百万円減少したことな

どによります。

純資産合計は、前連結会計年度に比べ2.4%減少し、186億４千８百万円となりました。これは主として剰余金の配

当３億６千４百万円により利益剰余金が５億３千９百万円減少したことなどによります。
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(2) 経営方針・経営戦略等　

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(3) 事業上および財務上の対処すべき課題　

当第１四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

 
(4) 研究開発活動　

当第１四半期連結累計期間の研究開発費は14百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,195,700 3,195,700
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は、100株
であります。

計 3,195,700 3,195,700 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 3,195,700 ― 1,751,500 ― 600,000
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 158,200

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,349 ―
3,034,900

単元未満株式
普通株式

― ―
2,600

発行済株式総数 3,195,700 ― ―

総株主の議決権 ― 30,349 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
 所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社佐藤渡辺

東京都港区南麻布
１－18－４

158,200 ― 158,200 4.95

計 ― 158,200 ― 158,200 4.95
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,999,746 6,727,102

  受取手形・完成工事未収入金等 12,212,821 8,097,186

  未成工事支出金 762,073 1,686,438

  その他の棚卸資産 197,964 224,635

  その他 142,464 194,563

  貸倒引当金 △5,368 △3,731

  流動資産合計 19,309,702 16,926,194

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 3,242,477 3,206,506

   土地 5,954,530 5,954,530

   その他（純額） 783,421 803,483

   有形固定資産合計 9,980,429 9,964,521

  無形固定資産 83,073 91,028

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,354,752 2,438,316

   長期貸付金 25,077 24,953

   破産更生債権等 49,897 50,387

   繰延税金資産 817,271 845,992

   その他 55,698 57,280

   貸倒引当金 △43,002 △43,423

   投資その他の資産合計 3,259,695 3,373,506

  固定資産合計 13,323,198 13,429,056

 資産合計 32,632,900 30,355,250
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 7,953,024 6,201,472

  1年内返済予定の長期借入金 48,996 48,996

  未払法人税等 351,888 34,036

  未成工事受入金 529,151 881,432

  賞与引当金 494,013 196,394

  完成工事補償引当金 7,247 7,183

  工事損失引当金 18,900 35,000

  その他 619,830 743,265

  流動負債合計 10,023,050 8,147,781

 固定負債   

  長期借入金 89,866 77,617

  退職給付に係る負債 2,312,007 2,326,910

  再評価に係る繰延税金負債 886,522 886,522

  長期預り金 156,000 156,000

  その他 57,988 111,806

  固定負債合計 3,502,385 3,558,856

 負債合計 13,525,436 11,706,638

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,751,500 1,751,500

  資本剰余金 939,993 939,993

  利益剰余金 14,923,177 14,383,964

  自己株式 △455,766 △455,766

  株主資本合計 17,158,903 16,619,690

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 252,049 329,606

  土地再評価差額金 1,698,058 1,698,058

  退職給付に係る調整累計額 △78,115 △74,098

  その他の包括利益累計額合計 1,871,992 1,953,566

 非支配株主持分 76,568 75,354

 純資産合計 19,107,464 18,648,612

負債純資産合計 32,632,900 30,355,250
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 ※1  6,973,759 ※1  6,480,997

売上原価 5,999,461 6,204,456

売上総利益 974,297 276,540

販売費及び一般管理費 514,237 537,898

営業利益又は営業損失（△） 460,060 △261,357

営業外収益   

 受取利息 326 175

 受取配当金 24,085 34,151

 貸倒引当金戻入額 1,277 1,215

 雑収入 5,047 3,291

 営業外収益合計 30,737 38,834

営業外費用   

 支払利息 3,375 2,455

 持分法による投資損失 13,655 18,739

 雑支出 2,084 4,020

 営業外費用合計 19,115 25,214

経常利益又は経常損失（△） 471,682 △247,738

特別利益   

 固定資産売却益 - 19,524

 特別利益合計 - 19,524

特別損失   

 固定資産除却損 0 51

 特別損失合計 0 51

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

471,682 △228,264

法人税等 167,924 △52,330

四半期純利益又は四半期純損失（△） 303,758 △175,934

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,241 △1,214

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

305,000 △174,720
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 303,758 △175,934

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,776 76,770

 退職給付に係る調整額 1,342 4,017

 持分法適用会社に対する持分相当額 - 786

 その他の包括利益合計 7,119 81,574

四半期包括利益 310,877 △94,359

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 312,119 △93,145

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,241 △1,214
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

こととしております。なお、当四半期連結財務諸表に与える影響はございません。
 

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日 至　2022年６月30日)

(税金費用の計算)

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を

計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

 
(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更

はありません。
 

 
 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）および当第１四半期連結累計期間

（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結

会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４

四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

減価償却費 123,578千円 129,897千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 311 100 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

 

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 364 120 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

当社グループは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

当社グループは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年６月30日）

                                                                                       (単位：千円)

 

 事業の部門別

合計
工事部門 製品等販売部門

顧客の契約から生じる収益    

一時点で移転される財又はサービス 2,108,480 887,773 2,996,254

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

3,927,729 ― 3,927,729

（小計） 6,036,209 887,773 6,923,983

その他の収益 49,776 ― 49,776

外部顧客への売上高（合計） 6,085,986 887,773 6,973,759
 

 

当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年６月30日）

                                                                                       (単位：千円)

 

 事業の部門別

合計
工事部門 製品等販売部門

顧客の契約から生じる収益    

一時点で移転される財又はサービス 2,541,860 769,021 3,310,881

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

3,120,681 ― 3,120,681

（小計） 5,662,542 769,021 6,431,563

その他の収益 49,433 ― 49,433

外部顧客への売上高（合計） 5,711,976 769,021 6,480,997
 

 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

 １株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) 98円05銭 △57円52銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益又は
 親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

305,000 △174,720

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
 又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

305,000 △174,720

 普通株式の期中平均株式数(千株) 3,110 3,037
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社佐藤渡辺(E00167)

四半期報告書

14/18



 

(重要な後発事象)

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

当社は、2022年６月28日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分（以下「本自己

株式処分」または「処分」という。）を行うことについて決議し、以下のとおり2022年７月27日に自己株式の処分

を実施いたしました。

 
１．処分の概要

（１） 処分期日 2022年７月27日

（２）
処分する株式の種類
および数

当社普通株式　10,977株

（３） 処分価額 １株につき2,482円

（４） 処分総額 27,244,914円

（５）
処分先およびその人数
ならびに処分株式の数

取締役（社外取締役を除く）　４名　6,274株
取締役を兼務しない執行役員　９名　4,703株

（６） その他
本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券通知書を
提出しております。

 

 
２．処分の目的および理由

当社は、2021年４月22日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く）（以下「対象取締役」と

いいます。）および取締役を兼務しない執行役員（以下「対象取締役等」と総称します。）に対する当社の企業価

値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的

に、対象取締役等を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）

を導入することを決議しました。また、2021年６月29日開催の第90回定時株主総会において、本制度に基づき、譲

渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬（以下「譲渡制限付株式報酬」といいます。）として、対象取

締役に対して、年額４千万円以内の金銭債権を支給し、年25,000株以内の当社普通株式を発行または処分すること

および譲渡制限付株式の譲渡制限期間として30年間とすること等につき、ご承認をいただいております。

 
 

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月４日

株式会社佐藤渡辺

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳　　下　　敏　　男 ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吹　　上　　　　 剛 ㊞
 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社佐藤渡

辺の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社佐藤渡辺及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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